
建設部住宅課　　建設部住宅課　　建設部住宅課　　建設部住宅課　　

　

　地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の　地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の　地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の　地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の

整備に関する法律（平成23年法律第37号）の制定に伴う公営住宅法の改正を受け整備に関する法律（平成23年法律第37号）の制定に伴う公営住宅法の改正を受け整備に関する法律（平成23年法律第37号）の制定に伴う公営住宅法の改正を受け整備に関する法律（平成23年法律第37号）の制定に伴う公営住宅法の改正を受け

県営住宅等に関する条例を改正します。県営住宅等に関する条例を改正します。県営住宅等に関する条例を改正します。県営住宅等に関する条例を改正します。

①①①① 同居親族要件同居親族要件同居親族要件同居親族要件

　　　　　　　　　　　　　　　　・同居する親族があること・同居する親族があること・同居する親族があること・同居する親族があること

（政令において高齢者、障害者（政令において高齢者、障害者（政令において高齢者、障害者（政令において高齢者、障害者

 等の単身入居可能者を定める） 等の単身入居可能者を定める） 等の単身入居可能者を定める） 等の単身入居可能者を定める）

改　正　前改　正　前改　正　前改　正　前 改　正　後改　正　後改　正　後改　正　後

全国一律の基準を廃止全国一律の基準を廃止全国一律の基準を廃止全国一律の基準を廃止

※※※※事業主体が条例で定める事業主体が条例で定める事業主体が条例で定める事業主体が条例で定める

【【【【ＨＨＨＨ23232323年度条例改正済年度条例改正済年度条例改正済年度条例改正済】】】】

（平成（平成（平成（平成24242424年年年年4444月月月月1111日施行）日施行）日施行）日施行）

平成平成平成平成24242424年年年年4444月月月月1111日施行日施行日施行日施行

（ただし②、③については１年間の経過（ただし②、③については１年間の経過（ただし②、③については１年間の経過（ただし②、③については１年間の経過

措置があり、条例を定めるまでの間は、措置があり、条例を定めるまでの間は、措置があり、条例を定めるまでの間は、措置があり、条例を定めるまでの間は、

従前の基準による）従前の基準による）従前の基準による）従前の基準による）

公公公公 営営営営 住住住住 宅宅宅宅 法法法法 改改改改 正正正正 のののの 概概概概 要要要要

【【【【公営住宅法の改正点公営住宅法の改正点公営住宅法の改正点公営住宅法の改正点】】】】

②②②② 入居収入基準入居収入基準入居収入基準入居収入基準

　　　　・月収158,000円以下　　　　・月収158,000円以下　　　　・月収158,000円以下　　　　・月収158,000円以下・金額を政令で定める・金額を政令で定める・金額を政令で定める・金額を政令で定める

・本来階層：月収158,000円以下・本来階層：月収158,000円以下・本来階層：月収158,000円以下・本来階層：月収158,000円以下

（収入分位25％以下）（収入分位25％以下）（収入分位25％以下）（収入分位25％以下）

・裁量階層：月収214,000円以下・裁量階層：月収214,000円以下・裁量階層：月収214,000円以下・裁量階層：月収214,000円以下

（収入分位40％以下）（収入分位40％以下）（収入分位40％以下）（収入分位40％以下）

③③③③ 整備基準整備基準整備基準整備基準

　　　　・省令で定める基準に　　　　・省令で定める基準に　　　　・省令で定める基準に　　　　・省令で定める基準に・国土交通省令で定める基準に・国土交通省令で定める基準に・国土交通省令で定める基準に・国土交通省令で定める基準に

　　　　　従って整備　　　　　従って整備　　　　　従って整備　　　　　従って整備　従い整備　従い整備　従い整備　従い整備

事業主体が条例で定める事業主体が条例で定める事業主体が条例で定める事業主体が条例で定める

※※※※ただし事業主体が参酌する基準をただし事業主体が参酌する基準をただし事業主体が参酌する基準をただし事業主体が参酌する基準を

国土交通省令で定める国土交通省令で定める国土交通省令で定める国土交通省令で定める

事業主体が入居収入基準事業主体が入居収入基準事業主体が入居収入基準事業主体が入居収入基準

を条例で定めるを条例で定めるを条例で定めるを条例で定める

①①①①本来階層につき、参酌すべき本来階層につき、参酌すべき本来階層につき、参酌すべき本来階層につき、参酌すべき

金額基準を政令で規定金額基準を政令で規定金額基準を政令で規定金額基準を政令で規定

②②②②裁量階層の対象範囲を条例裁量階層の対象範囲を条例裁量階層の対象範囲を条例裁量階層の対象範囲を条例

で定めるで定めるで定めるで定める

③③③③裁量階層の裁量階層の裁量階層の裁量階層の金額の上限は金額の上限は金額の上限は金額の上限は

収入分位収入分位収入分位収入分位50％％％％

１１１１


